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(証券コード 7446)
平成30年12月５日

株 主 各 位
　

青森県弘前市大字神田一丁目3番地の1

東 北 化 学 薬 品 株 式 会 社
代表取締役社長 工 藤 幸 弘

　

第67期定時株主総会招集ご通知
　

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げます。

　さて、当社第67期定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、ご出席くださ

いますようご通知申し上げます。

　なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができます

ので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討くださいまして、同封の議決

権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成30年12月19日（水曜日）午後５時30分ま

でにご返送くださいますようお願い申し上げます。

敬 具
　

記
　

1. 日 時 平成30年12月20日（木曜日）午前11時

2. 場 所 青森県弘前市土手町126 弘前パークホテル４階

3. 会議の目的事項

報 告 事 項 1. 第67期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）事業報

告及び計算書類報告の件

2. 第67期（平成29年10月１日から平成30年９月30日まで）連結計

算書類並びに会計監査人及び監査役会の連結計算書類監査結果

報告の件

決 議 事 項

第１号議案 剰余金の処分の件

第２号議案 取締役および監査役の報酬額改定の件

以 上

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付へご提出くださいますようお願い申し上げます。

また、資源節約のため、この「招集ご通知」をご持参くださいますようお願い申し上げます。

　本招集ご通知に際して提供すべき書類のうち、「連結計算書類の連結注記表」及び「計算書類の個別注記表」につきま

し て は、 法 令 及 び 定 款 第 15 条 の 規 定 に 基 づ き、 イ ン タ ー ネ ッ ト 上 の 当 社 ウ ェ ブ サ イ ト ( ア ド レ ス

http://www.t-kagaku.co.jp)に掲載しておりますので、「本招集ご通知の添付書類」には記載しておりません。

　なお、本株主総会招集ご通知に掲載しております事業報告、計算書類及び連結計算書類並びに株主総会参考書類に修

正が生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス http://www.t-kagaku.co.jp）において周知させ

ていただきます。

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2018年11月21日 16時27分 $FOLDER; 1ページ （Tess 1.50(64) 20180621_01）



招
集
ご
通
知

事
業
報
告

計
算
書
類
等

連
結
計
算
書
類
等

株
主
総
会
参
考
書
類

― 2 ―

（添付書類）

事 業 報 告

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

　

1. 企業集団の現況に関する事項

(1) 事業の経過及び成果

当連結会計年度におけるわが国経済は、個人消費は横ばいで推移したものの政
府による経済政策や日本銀行による金融緩和策などにより企業収益や雇用情勢は
改善がみられ、穏やかな回復基調となりました。一方、米国新政権の政策動向、
新興国経済の停滞や地政学的なリスクなどにより、依然として先行き不透明な状
況が続いておりました。
このような経済状況の中で、当社グループはビジネス環境の変化に対応するた

め体質を強化し、積極的な営業活動をしてまいりました。
この結果、前年同期と比べ、売上高は、317億30百万円と８億68百万円（2.8％）

の増収、営業利益は、２億92百万円と90百万円（44.5％）の増益、経常利益は、
３億33百万円と90百万円（37.2％）の増益、親会社株主に帰属する当期純利益は、
固定資産売却益等で３億５百万円と１億72百万円（128.9％）の増益となりまし
た。

各セグメント別の業績は、次のとおりであります。
化学工業薬品は、主力ユーザーである半導体を含む、エレクトロニクス産業が

好調を維持していることや、関連する素材産業の高稼働などもあり、また製造業
全体にみられます設備投資の活発な動きも業績に寄与して、前年同期を上回りま
した。また、同関連機器は、大学への分析機器や実験設備等の大型案件及び追加
受注等があり前年同期を上回りました。この結果、売上高は、全体で153億96百万
円と６億30百万円（4.3％）の増収、セグメント利益(売上総利益)は、13億21百万
円と１億41百万円（12.0％）の増益となりました。

臨床検査試薬は、前年同期に検体検査項目のスポット採用があったため前年同
期を下回りました。また、同関連機器は、大型案件があったため前年同期を上回
りました。この結果、売上高は、全体で124億21百万円と１億61百万円（1.3％）
の増収、セグメント利益(売上総利益)は、11億97百万円と32百万円（2.8％）の増
益となりました。
食品は、円安による原料等の高騰や原料不足による製造量減少などがありまし

たが、消耗品が増加し、前年同期を上回りました。この結果、売上高は、33億52
百万円と27百万円（0.8％）の増収、セグメント利益(売上総利益)は、２億77百万
円と３百万円（1.2％）の増益となりました。

その他は、栽培面積の減少や価格競争の激化により厳しい状況が続いておりま
したが、りんご栽培農薬の増加などがあり、前年同期を上回りました。この結果、
売上高は、５億60百万円と48百万円（9.5％）の増収、セグメント利益(売上総利
益)は、69百万円と４百万円（6.6％）の増益となりました。
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　企業集団の部門別売上高

(単位：百万円)

期 別

部 門

第 66 期
（平成29年９月期）

第 67 期
（平成30年９月期）

前連結会計年度比

金 額 構成比 金 額 構成比 増減額 増減率

化 学 工 業 薬 品 14,765 47.8
％

15,396 48.5
％

630 4.3
％

臨 床 検 査 試 薬 12,259 39.7 12,421 39.1 161 1.3

食 品 3,324 10.8 3,352 10.6 27 0.8

そ の 他 512 1.7 560 1.8 48 9.5

計 30,862 100.0 31,730 100.0 868 2.8

(2) 設備投資の状況

当連結会計年度中において実施いたしました設備投資の総額は、６億31百万円

で、その主なものは、事業所用土地及び新築移転費用等であります。なお、自己

資金を充当しております。

(3) 資金調達の状況

当連結会計年度中において、特記すべき事項はありません。

(4) 対処すべき課題

今後のわが国経済につきましては、民間設備投資は、穏やかに回復してきてい

るものの景気回復には時間がかかるものとみられ、当社グループを取り巻く事業

環境も依然として厳しいものと予想されます。このような環境の中、積極的な営

業展開を行いつつ、当社グループは顧客へのサービスを低下することなく、更な

る合理化、低コスト化の推進により対処してまいります。

株主の皆様におかれましては、今後ともなお一層のご支援を賜りますようお願

い申し上げます。
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(5) 財産及び損益の状況の推移

①企業集団の財産及び損益の状況の推移

(単位：百万円)

期 別

区 分

第64期

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

第65期

（自 平成27年10月１日
至 平成28年９月30日）

第66期

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

第67期

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

売 上 高 29,565 30,097 30,862 31,730

経 常 利 益 240 232 242 333

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

159 125 133 305

１株当たり当期純利益(円) 169.40 133.50 142.45 326.18

総 資 産 13,893 13,234 14,957 15,545

純 資 産 4,735 4,775 4,998 5,308

(注)平成30年４月１日付で普通株式５株を１株とする株式併合を実施しており、第64期の期首に当該
株式併合が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益を算定しております。

②当社の財産及び損益の状況の推移

(単位：百万円)
期 別

区 分

第64期

（自 平成26年10月１日
至 平成27年９月30日）

第65期

（自 平成27年10月１日
至 平成28年９月30日）

第66期

（自 平成28年10月１日
至 平成29年９月30日）

第67期

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

売 上 高 21,313 22,211 23,260 24,611

経 常 利 益 256 223 286 347

当 期 純 利 益 162 120 219 218

１株当たり当期純利益(円) 173.15 128.50 234.20 232.82

総 資 産 10,271 10,006 11,781 12,525

純 資 産 4,684 4,714 5,017 5,215

(注)平成30年４月１日付で普通株式５株を１株とする株式併合を実施しており、第64期の期首に当該
株式併合が行われたと仮定し、1株当たり当期純利益を算定しております。
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(6) 主要な事業内容（平成30年９月30日現在）

当社グループの主要な事業内容は、下記の販売及びこれらに附帯する保守サー

ビス等であります。

事 業 内 容 主 要 品 目

化学工業薬品事業

化学工業薬品
ソーダ工業薬品・有機薬品・無機薬
品・半導体薬品・合成樹脂機能薬
品・防疫用殺虫剤等

化学工業薬品関連機
器

分析機器・教育機器・計測機器・公
害防止機器・工作機器等

臨床検査試薬事業

臨床検査試薬

一般検査用試薬・血液学的検査用試
薬・生化学的検査用試薬・内分泌学
的検査用試薬・免疫血清学的検査用
試薬・細菌学的検査用試薬等

臨床検査試薬関連機
器

医療機器・検体検査機器・医療用消
耗品・専用消耗品・検査消耗品・医
療用衛生材料等

食品添加物事業
食品添加物・同関連
機器

食品添加物・食品原料・食品加工機
器等

その他事業 農薬・同関連機器
農薬・土壌改良資材・種苗・園芸資
材・肥料・農産物・花卉等

(7) 主要な営業所（平成30年９月30日現在）

当 社

本 社 青森県弘前市大字神田一丁目３番地の１

支 店 八戸支店（八戸市)・青森支店（青森市)・東京支店

（千代田区)・秋田支店（秋田市)・岩手支店（北上

市)・山形支店（東根市)・仙台支店（大和町）

営業所 大館営業所（大館市)・鶴岡営業所（鶴岡市)・

むつ小川原営業所（六ヶ所村)・米沢営業所（米沢

市)・盛岡営業所（盛岡市）・福島営業所(福島市)

研究所 生命システム情報研究所（盛岡市）

子
会
社

あすなろ理研株式会社 本 社 青森県平川市大坊竹原218番１

東北システム株式会社 本 社 青森県弘前市神田一丁目２番地の14

株式会社日栄東海 本 社 東京都中野区中野六丁目15番13
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(8) 従業員の状況（平成30年９月30日現在）

従業員数 前連結会計年度末比増減

329名 １名減

(9) 重要な親会社及び子会社の状況

① 親会社との関係

該当事項はありません。

② 重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主要な事業内容
百万円 ％

あすなろ理研株式会社 40 100.0 工業薬品の販売

東北システム株式会社 25 100.0
コンピュータ及びソフトウェア
の販売、電気・電子機器の修理

株 式 会 社 日 栄 東 海 95 82.6 臨床検査試薬・試薬の販売

③ 企業結合の成果

当期の連結子会社は上記の３社であり、当連結会計年度の売上高は、前連結

会計年度比2.8％増収の317億30百万円、親会社株主に帰属する当期純利益は、

前連結会計年度比128.9％増益の３億５百万円となりました。

(10) 主要な借入先（平成30年９月30日現在）

借入先 期末借入金残高

株式会社三菱UFJ銀行 390,000千円

株式会社日本政策投資銀行 53,600千円

(11) その他企業集団の現況に関する重要な事項

該当事項はありません。
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2. 会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 2,928,000株

(2) 発行済株式の総数 937,323株(自己株式 22,677株を除く)

(3) 当事業年度末の株主数 696名(前期末比 14名減)

(4) 上位10名の株主の状況

平成30年９月30日現在

氏名又は名称
持株数
(千株)

持株比率 (％)

東 北 化 学 薬 品 取 引 先 持 株 会 55 5.9

東 康 夫 54 5.8

東 北 化 学 薬 品 従 業 員 持 株 会 51 5.5

東京中小企業投資育成株式会社 50 5.4

株 式 会 社 青 森 銀 行 46 4.9

株 式 会 社 み ち の く 銀 行 46 4.9

共 立 損 保 有 限 会 社 41 4.4

三 菱 商 事 株 式 会 社 26 2.8

日 本 曹 達 株 式 会 社 22 2.3

セ ン ト ラ ル 硝 子 株 式 会 社 22 2.3

（注）持株比率は、自己株式（22,677株）を控除して計算しております。

(5) その他株式に関する重要な事項

平成30年４月１日付で、単元株式数を1,000株から100株へ変更及び普通株式

５株を１株に併合いたしました。これにより、発行可能株式総数は11,712,000

株減少して2,928,000株となり、発行済株式の総数は3,840,000株減少して、

960,000株となっております。

3. 会社の新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。
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4. 会社役員に関する事項

(1) 取締役及び監査役の氏名等

地位 氏 名 担当及び重要な兼職の状況

取 締 役 会 長 東 康 夫

代 表 取 締 役 社 長 工 藤 幸 弘 管 理 統 括

専 務 取 締 役
今 政 弘 営 業 統 括

専 務 執 行 役 員
取 締 役

嶋 津 学 営 業 第 四 グ ル ー プ 長
常 務 執 行 役 員
取 締 役

佐 藤 亥 営業第三グループ長兼仙台支店長兼新規事業管掌
常 務 執 行 役 員

取 締 役
上 席 執 行 役 員

東 康 之 営業統括補佐兼経営戦略室長

取 締 役 髙 田 修 アコム株式会社取締役監査等委員

取 締 役 伊 藤 英 治

常 勤 監 査 役 築 舘 宏 治

監 査 役 岡 井 眞 岡井公認会計士事務所所長

監 査 役 丹 藤 仁 嗣

監 査 役 永 冨 明 郎

(注) 1. 平成29年12月20日開催の第66期定時株主総会において、東 康之氏及び伊藤 英治氏が取締
役に新たに選任され就任いたしました。

2. 取締役髙田 修氏及び伊藤 英治氏は、会社法第２条第15号に定める社外取締役でありま
す。

3. 監査役岡井 眞氏、丹藤 仁嗣氏及び永冨 明郎氏は、会社法第２条第16号に定める社外監
査役であります。

4. 社外取締役の髙田 修氏及び伊藤 英治氏、社外監査役の岡井 眞氏、丹藤 仁嗣氏及び永
冨 明郎氏は、東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て
おります。

5. 監査役岡井 眞氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当程度の知
見を有するものであります。
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(2) 取締役及び監査役の報酬等の額

区 分 支給人員 報酬等の額

取 締 役 ８名 80,836千円

（う ち 社 外 取 締 役） （２名） （4,322千円）

監 査 役 ４名 16,051千円

（う ち 社 外 監 査 役） 　（３名） （6,051千円）

合 計 12名 96,888千円

(注) 1. 取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与（３名21,567千円）は含まれており
ません。

2. 上記支給額には、当該事業年度に計上した役員退職慰労引当金繰入額6,198千円が含まれて
おります。(取締役８名5,626千円、監査役４名571千円)

　

(3) 社外役員に関する事項
ア．他の法人等との重要な兼職の状況

取締役髙田 修氏は、アコム株式会社の取締役監査等委員を兼務しております。なお、当
社と同社との間には特別な関係はありません。
監査役岡井 眞氏は、岡井公認会計士事務所所長を兼務しております。なお、当社と同所
との間には特別な関係はありません。

イ．当該事業年度における主な活動状況
取締役会及び監査役会への出席状況及び発言状況

区分 氏 名 主な活動状況

社外取締役 髙田 修

当事業年度開催取締役会12回のうち12回出席し、

当社と関連ある企業の出身で主に関連業種で培

ってきた豊富な知識・経験等を有しており、専

門的見地からの発言を行っております。

社外取締役 伊藤 英治

社外取締役就任後開催取締役会９回のうち９回

出席し、当社と関連ある企業の出身で主に関連

業種で培ってきた豊富な知識・経験等を有して

おり、専門的見地からの発言を行っております。

社外監査役 岡井 眞

当事業年度開催取締役会12回のうち９回出席し、

また当事業年度開催監査役会12回のうち９回出

席し、主に公認会計士として専門的見地からの

発言を行っております。

社外監査役 丹藤 仁嗣

当事業年度開催取締役会12回のうち12回出席し、

また当事業年度開催監査役会12回のうち12回出

席し、主に銀行業務の経験者として専門的見地

からの発言を行っております。

社外監査役 永冨 明郎

当事業年度開催取締役会12回のうち12回出席し、

また当事業年度開催監査役会12回のうち12回出

席し、当社と関連ある企業の出身で主に関連業

種で培ってきた豊富な知識・経験等を有してお

り、専門的見地からの発言を行っております。
　

ウ．責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第423条第１項の賠償責任を限定する契約を締結することができる旨の規定
を定款第27条及び第35条に設けており、社外取締役及び社外監査役と責任限定契約を締結
しております。
なお、当該契約に基づく損害賠償責任限度額は、法令で定める最低責任限度額としており
ます。
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5. 会計監査人の状況

(1) 名称　 太陽有限責任監査法人

(2) 報酬等の額

支 払 額

公認会計士法第２条第１項の業務に係る報酬等の額 (注)
公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務に係る報酬等の額

14,600千円
―千円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の財産上の
利益の合計額

14,600千円

(注) 1. 当社と会計監査人との契約において、会社法上の監査に対する報酬等の額と金融商品取引法
上の監査に対する報酬等の額を明確に区分しておらず、かつ実質的にも区分ができないた
め、合計額を記載しております。

2. 監査役会は、会計監査人の監査計画の内容、会計監査の職務遂行状況及び報酬見積りの算出
根拠などが適正であるかどうかについて必要な検証を行ったうえで、会計監査人の報酬等の
額について同意の判断をいたしました。

(3) 会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の遂行に支障がある場合等、その必要があると

判断した場合は、株主総会に提出する会計監査人の解任または不再任に関する議

案の内容を決定いたします。

また、監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき、会計監査人を解任いたし

ます。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後最初に招集される株主総

会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任の理由を報告いたします。
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6. 業務の適正を確保するための体制

当社は、内部統制システムの整備に関する基本方針として以下の11項目を決議し

ております。

(1) 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合す

ることを確保するための体制

① 法令遵守の統括部門として管理グループは、コンプライアンス体制に関する

規程を整備し、適正かつ効率的に職務の執行が行われる体制を構築する。

② 取締役が法令、定款及び当社の経営理念を遵守した行動をとるための体制を

強化する。

(2) 当社の取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

法令及び社内規程（取締役会規程、稟議規程、文書取扱執務基準など）に基づ

き、保存及び管理する。

(3) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 管理グループ担当役員をリスク管理責任者として、リスクに対する対応策の

策定及び実施を各部門に徹底する。

② 各部門単位で個別業務に係るリスク管理の方針及び規程を整備し、リスク管

理者の監督のもと定期的に見直し、監査役及び取締役によるチェックを受ける。

(4) 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保する

ための体制

① 取締役の職務の執行の効率性を確保する体制として、取締役会を定期的に開

催する。

② 「職務権限規程」「分掌規程」に基づいた業務の執行を行う。

(5) 当社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するための体制

グループ企業の業務の適正を確保するため、管理グループにおいて、「子会社、

関連会社管理規程」に基づき、子会社の状況に応じた必要な管理を行う。

(6) 当社の監査役がその補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使

用人に関する事項及び取締役からの独立性に関する事項

監査役の職務を補助する組織を管理グループとする。
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(7) 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人が当社の監査役に報

告するための体制その他監査役への報告に関する体制

① 当社の取締役及び使用人並びに子会社の取締役及び使用人は、法定事項のほ

か、経営状況の大きな変動やコンプライアンス上の重要な事項等、当社グルー

プに重大な影響を及ぼす事項を速やかに当社監査役または監査役会に報告する

こととする。

当社及び当社子会社は、これらの報告をした者に対してこれを理由とする不

利な取り扱いを行うことを禁止する。

② 監査役は、必要に応じて内部監査部門等に対し、内部監査結果の報告を求め、

また特定事項の調査を求めることができる。

③ 常勤監査役は、監査役会を毎月１回定期的に開催する。

(8) その他当社の監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

① 社外監査役の独立性要件を確保し、対外透明性を高める監査体制。

② 会計監査人と必要に応じ積極的な連携、意見交換を行う。

③ 子会社監査役と連絡を密にし、グループ内監査の効率化に努める。

④ 当社は、監査役から会社法第388条に基づく費用の前払い等の請求を受けたと

きは、担当部署において審議の上、速やかにこれに応じる。

(9) 人材育成について

財務報告に必要とされる知識を習得するため、とくに経理部門、内部統制部門

に対して人材育成のための外部研修、セミナーを奨励する。また、研修後に社内

研修を行い、関係者に周知徹底する。

(10) 財務報告の信頼性を確保するための体制

財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効か

つ適切な提出に向け内部統制システム構築を行うとともに、その仕組みが適正に

機能することを継続的に評価し、必要な是正を行う。

(11) 反社会的勢力に向けた体制

反社会的勢力排除に向けた体制を構築し、市民社会の秩序や安全に脅威を与え

る反社会的勢力とは、一切関わりをもたず、また不当な要求に対しては、断固と

してこれを拒否する。
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株主総会

取締役会 監査役会

代表取締役社長 会計監査人

執行役員会 内部統制・監査室

選任

解任

選定

解職

選任

解任

選任

解任

報告

監査

監督 報告

報告

報告
報告

報告監視 連携

連携連携指示 報告

内部監査

取締役８名（内社外取締役２名） 監査役４名（内社外監査役３名）

（Ｇ長、支店長等）

7. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概況

当社は、取締役会において決議された「内部統制システムに関する基本方針」に

基づき、内部統制システムを整備し運用しております。

第67期事業年度においては、事業計画の月次進捗状況を確認するとともに、グル

ープ全体の業務の適切な履行及び合理的・効率的遂行を確認しております。内部統

制委員会は、事業計画の遂行・進捗状況を定量的・定性的に把握するとともに、内

部統制システムの目的である「業務有効性・効率性」「資産の保全」「財務報告の信

頼性」「法令等の遵守」を確保する視点から、所定の確認手続きを行っております。

第67期事業年度末の時点では、「内部統制システムの整備・運用状況」を評価し基

本方針に基づき内部統制システムが適正に整備され運用されていることを確認して

おります。

8. 当社のコーポレート･ガバナンスの状況

(1) 当社のコーポレート・ガバナンスの基本方針

迅速な意思決定により企業競争力を強化するとともに、経営チェック体制を充

実し、経営の透明性を維持することを目指しております。取締役の「経営監視機

能」と執行役員の「業務執行機能」で責任と権限を明確にすることで、実効性のある

コーポレート・ガバナンス体制の構築に努めております。

(2) 経営・業務執行体制の概要

平成30年９月30日時点の当社のコーポレート・ガバナンスの体制は、以下のと

おりであります。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

(本事業報告中の記載数字は、金額及び株式数については表示単位未満を切捨て、比率

その他については四捨五入しております。）
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貸 借 対 照 表

（平成30年９月30日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 8,162,460 流 動 負 債 6,366,023

現 金 及 び 預 金 1,414,514 支 払 手 形 149,220

受 取 手 形 215,542 電 子 記 録 債 務 174,554

電 子 記 録 債 権 160,947 買 掛 金 5,559,390

売 掛 金 5,507,609 リ ー ス 債 務 165,728

商 品 653,297 未 払 費 用 77,767

リ ー ス 投 資 資 産 133,850 未 払 法 人 税 等 72,054

繰 延 税 金 資 産 18,524 賞 与 引 当 金 30,000

そ の 他 59,312 そ の 他 137,309

貸 倒 引 当 金 △1,137 固 定 負 債 944,461

固 定 資 産 4,363,299 リ ー ス 債 務 506,149

有 形 固 定 資 産 1,860,598 繰 延 税 金 負 債 252,456

建 物 300,460 退 職 給 付 引 当 金 35,969

構 築 物 8,304 役員退職慰労引当金 88,912

車 輌 運 搬 具 2,100 そ の 他 60,973

工具、器具及び備品 290,394 負 債 合 計 7,310,485

土 地 1,169,449 純 資 産 の 部

リ ー ス 資 産 89,889 株 主 資 本 4,603,097

無 形 固 定 資 産 899 資 本 金 820,400

ソ フ ト ウ ェ ア 721 資 本 剰 余 金 881,100

電 話 加 入 権 178 資 本 準 備 金 881,100

投資その他の資産 2,501,800 利 益 剰 余 金 2,954,231

投 資 有 価 証 券 1,426,455 利 益 準 備 金 105,000

関 係 会 社 株 式 131,500 そ の 他 利 益 剰 余 金 2,849,231

長 期 貸 付 金 4,190 固定資産圧縮積立金 36,148

リ ー ス 投 資 資 産 448,137 別 途 積 立 金 2,510,000

差 入 保 証 金 444,389 繰 越 利 益 剰 余 金 303,083

そ の 他 65,831 自 己 株 式 △52,634

貸 倒 引 当 金 △18,702 評 価 ・ 換 算 差 額 等 612,176

その他有価証券評価差額金 612,176

純 資 産 合 計 5,215,274

資 産 合 計 12,525,760 負 債 ・ 純 資 産 合 計 12,525,760

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 24,611,891

売 上 原 価 22,390,533

売 上 総 利 益 2,221,358

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 1,910,887

営 業 利 益 310,471

営 業 外 収 益

受 取 利 息 2,759

受 取 配 当 金 24,341

受 取 手 数 料 5,505

そ の 他 5,834 38,442

営 業 外 費 用

支 払 利 息 76

支 払 手 数 料 1,419

そ の 他 121 1,616

経 常 利 益 347,296

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 500

投 資 事 業 組 合 運 用 益 1,793 2,293

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 評 価 損 399

減 損 損 失 8,034 8,434

税 引 前 当 期 純 利 益 341,156

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 127,035

法 人 税 等 調 整 額 △4,119 122,915

当 期 純 利 益 218,240
(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

(単位：千円)

項 目

株 主 資 本

資 本 金
資 本 剰 余 金

資 本 準 備 金 資本剰余金合計

平成29年10月１日残高 820,400 881,100 881,100

事業年度中 の 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立

剰 余 金 の 配 当

当 期 純 利 益

自 己 株 式 の 取 得

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― ―

平成30年９月30日残高 820,400 881,100 881,100

項 目

株 主 資 本

利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合 計利 益

準備金

その他利益剰余金 利 益
剰余金
合 計

固定資産
圧縮積立金

別 途
積立金

繰越利益
剰 余 金

平成29年10月１日残高 105,000 36,148 2,360,000 305,150 2,806,298 △52,230 4,455,568

事業年度中 の 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 150,000 △150,000 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △70,307 △70,307 △70,307

当 期 純 利 益 218,240 218,240 218,240

自 己 株 式 の 取 得 △403 △403

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

事業年度中の変動額合計 ― ― 150,000 △2,066 147,933 △403 147,529

平成30年９月30日残高 105,000 36,148 2,510,000 303,083 2,954,231 △52,634 4,603,097
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(単位：千円)

項 目
評 価 ･ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計

平成29年10月１日残高 561,459 561,459 5,017,027

事業年度中 の 変 動 額

別 途 積 立 金 の 積 立 ―

剰 余 金 の 配 当 △70,307

当 期 純 利 益 218,240

自 己 株 式 の 取 得 △403

株主資本以外の項目の
事業年度中の変動額(純額)

50,717 50,717 50,717

事業年度中の変動額合計 50,717 50,717 198,246

平成30年９月30日残高 612,176 612,176 5,215,274

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年11月12日
東北化学薬品株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 泉 淳 一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 憲 一 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、東北化学薬品株式会社の平成29年
10月１日から平成30年９月30日までの第67期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書

類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断し
た内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその

附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため

の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監 査 報 告 書

当監査役会は、2017年10月１日から2018年9月30日までの第67期事業年度の取締役の職務の執行に関し
て、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の結果、監査役全員の一致した意見として、本監査報
告書を作成し、以下のとおり報告いたします。
　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及び内容
（１）監査役会は、監査の方針、職務の分担等の監査計画を定め、各監査役から監査の実施状況及び結

果についての報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を
受け、必要に応じて説明を求めました。

（２）各監査役は、監査役会が定めた監査の方針、職務の分担等の監査計画に従い、取締役、内部統制・
監査室、その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるととも
に、以下の方法で監査を実施しました。

①取締役会その他の重要な会議に出席し、取締役及び内部統制・監査室等からその職務の執行状況に
ついて報告を受け、必要に応じ説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所に
おいて業務及び財産の状況を調査いたしました。また、子会社については、子会社の取締役及び
監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、子会社に対し事業の報告を求め、その業務及び財産
の状況を調査いたしました。

②事業報告に記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体
制その他株式会社及びその子会社から成る企業集団の業務の適正を確保するために必要なものと
して会社法施行規則第100条第1項及び第3項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制(内部統制システム)について、取締役及び内部統制・監査
室等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見
を表明いたしました。

③会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検証するととも
に、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。ま
た、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」(会社計算規則第
131条各号に掲げる事項)を「監査に関する品質管理基準」等に従って整備している旨の通知を受
け、必要に応じて説明を求めました。さらに、日本公認会計士協会のフォローアップ・レビュー、
特別レビューの結果および、公認会計士・監査審査会の検査結果及び対応状況について説明文書
の提出を受け、説明を受け内容の確認を行いました。

以上の方法に基づき当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書、計算書類（貸借対照表、損益計
算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照
表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
２．監査の結果

（１）事業報告等の監査結果
①事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているものと認めま

す。
②取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款に違反する重大な事実は認められま

せん。
③内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。

また、当該内部統制システムに関する事業報告書の記載内容及び取締役の職務の執行についても、
指摘するべき事項は認められません。

（２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

（３）連結計算書類の監査結果
会計監査人 太陽有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

2018年11月14日
東北化学薬品株式会社 監査役会

常勤監査役 築 舘 宏 治 ㊞
社外監査役 岡 井 眞 ㊞
社外監査役 丹 藤 仁 嗣 ㊞
社外監査役 永 冨 明 郎 ㊞
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成30年９月30日現在）
(単位：千円)

資 産 の 部 負 債 の 部

科 目 金 額 科 目 金 額

流 動 資 産 10,405,846 流 動 負 債 9,021,998

現 金 及 び 預 金 1,616,155 支払手形及び買掛金 7,763,495

受取手形及び売掛金 7,385,170 電 子 記 録 債 務 226,262

電 子 記 録 債 権 162,256 短 期 借 入 金 415,000

商 品 865,535 １年内返済予定の長期借入金 28,800

リ ー ス 投 資 資 産 133,850 リ ー ス 債 務 192,522

繰 延 税 金 資 産 18,699 未 払 法 人 税 等 73,240

そ の 他 225,315 賞 与 引 当 金 56,400

貸 倒 引 当 金 △1,137 そ の 他 266,278

固 定 資 産 5,139,447 固 定 負 債 1,215,113

有 形 固 定 資 産 2,391,081 長 期 借 入 金 24,800

建 物 及 び 構 築 物 320,869 リ ー ス 債 務 583,983

土 地 1,498,379 繰 延 税 金 負 債 271,813

リ ー ス 資 産 129,615 退職給付に係る負債 77,297

そ の 他 296,316 役員退職慰労引当金 189,668

建 設 仮 勘 定 145,900 そ の 他 67,551

無 形 固 定 資 産 63,057 負 債 合 計 10,237,112

リ ー ス 資 産 55,617 純 資 産 の 部

ソ フ ト ウ ェ ア 721 株 主 資 本 4,679,261

電 話 加 入 権 6,718 資 本 金 820,400

投 資 そ の 他 の 資 産 2,685,308 資 本 剰 余 金 881,100

投 資 有 価 証 券 1,434,809 利 益 剰 余 金 3,030,395

リ ー ス 投 資 資 産 448,137 自 己 株 式 △52,634

差 入 保 証 金 731,046 その他の包括利益累計額 604,802

そ の 他 91,950 その他有価証券評価差額金 613,727

貸 倒 引 当 金 △20,635 退職給付に係る調整累計額 △8,925

非 支 配 株 主 持 分 24,117

純 資 産 合 計 5,308,181

資 産 合 計 15,545,294 負 債 ・ 純 資 産 合 計 15,545,294

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 31,730,563

売 上 原 価 28,864,997

売 上 総 利 益 2,865,565

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 2,572,947

営 業 利 益 292,618

営 業 外 収 益

受 取 利 息 4,527

受 取 配 当 金 24,697

受 取 手 数 料 10,289

そ の 他 5,241 44,756

営 業 外 費 用

支 払 利 息 1,941

支 払 手 数 料 1,419

そ の 他 726 4,086

経 常 利 益 333,288

特 別 利 益

固 定 資 産 売 却 益 141,022

投 資 有 価 証 券 売 却 益 6,134

投 資 事 業 組 合 運 用 益 1,793 148,950

特 別 損 失

固 定 資 産 除 却 損 355

投 資 有 価 証 券 評 価 損 399

減 損 損 失 8,034 8,789

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 473,449

法 人 税、 住 民 税 及 び 事 業 税 128,221

法 人 税 等 調 整 額 18,356 146,577

当 期 純 利 益 326,871

非支配株主に帰属する当期純利益 21,117

親会社株主に帰属する当期純利益 305,754

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

（自 平成29年10月１日
至 平成30年９月30日）

(単位：千円)

項 目
株 主 資 本

資 本 金 資本剰余金 利益剰余金 自 己 株 式 株主資本合計

平成29年10月１日残高 820,400 881,100 2,795,096 △52,230 4,444,366

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △70,307 △70,307

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

305,754 305,754

自 己 株 式 の 取 得 △403 △403

そ の 他 △147 △147

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

連結会計年度中の変動額合計 ― ― 235,299 △403 234,895

平成30年９月30日残高 820,400 881,100 3,030,395 △52,634 4,679,261

　

項 目
その他の包括利益累計額 非支配

株主持分
純資産合計

その他有価証券評価差額金 退職給付に係る調整累計額 その他の包括利益累計額合計

平成29年10月１日残高 564,249 △13,082 551,166 3,291 4,998,825

連結会計年度中の変動額

剰 余 金 の 配 当 △70,307

親 会 社 株 主 に 帰 属
す る 当 期 純 利 益

305,754

自 己 株 式 の 取 得 △403

そ の 他 △147

株主資本以外の項目の連結
会計年度中の変動額(純額)

49,478 4,157 53,635 20,825 74,461

連結会計年度中の変動額合計 49,478 4,157 53,635 20,825 309,356

平成30年９月30日残高 613,727 △8,925 604,802 24,117 5,308,181

(注) 記載金額は、千円未満を切捨てて表示しております。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書 謄本

独立監査人の監査報告書

平成30年11月12日
東北化学薬品株式会社
取締役会 御中

太陽有限責任監査法人

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 泉 淳 一 ㊞

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 中 村 憲 一 ㊞

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、東北化学薬品株式会社の平成29年10月１
日から平成30年９月30日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計

算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用する
ことが含まれる。

監査人の責任
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ

れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の

基準に準拠して、東北化学薬品株式会社及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係
る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係

はない。
以 上

以 上
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株主総会参考書類
　

議案及び参考事項

第１号議案 剰余金の処分の件

当社は、株主の皆様への配当の充実を図りながら、将来の事業展開と経営体

質強化のために必要な内部留保を確保しつつ、安定した配当を継続していくこ

とを基本方針としております。このような基本方針に基づき、当期業績の傾向

及び今後の事業環境を考慮し、以下のとおり期末配当及びその他の剰余金の処

分をさせていただきたいと存じます。

1. 期末配当に関する事項

当社では、株主利益重視の見地から安定した配当を行うことを基本方針とし

ておりますが、第67期の期末配当につきましては以下のとおりといたしたいと

存じます。

(1) 配当財産の種類

金銭といたします。

(2) 配当財産の割当に関する事項及び総額

普通配当として、１株につき90円とさせていただきたいと存じます。

なお、当社は平成30年４月１日付をもって普通株式５株につき１株の割合

で株式併合を実施いたしました。本議案が原案どおり承認可決された場合に

は、前期（株式併合の割合で換算すると１株につき75円）に比べ15円増配と

なります。

この場合の配当総額は84,359,070円となります。

(3) 剰余金の配当が効力を生じる日

平成30年12月21日といたしたいと存じます。

2. その他の剰余金の処分に関する事項

(１)増加する剰余金の項目及びその額

別途積立金 130,000,000円

(２)減少する剰余金の項目及びその額

繰越利益剰余金 130,000,000円
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第２号議案 取締役および監査役の報酬額改定の件

当社の取締役および監査役の報酬額は、平成６年12月21日開催の第43期定時

株主総会において、取締役につきましては月額10百万円以内（ただし、使用人

分給与は含まない）、監査役につきましては月額２百万円以内とご承認いただ

き、今日に至っております。このたび、その後の経済情勢の変化および諸般の

事情を勘案し、また今後の更なる業容拡大と経営体制の強化に備えるため、現

行の月額による定めを年額による定めに改め、取締役の報酬額を年額150百万円

以内(社外取締役分は年額15百万円以内)、監査役の報酬額年額30百万円以内(社

外監査役分は年額15百万円以内)と改定させていただきたいと存じます。

なお、取締役の報酬額には、従来どおり使用人兼取締役の使用人の給与は含

まないものといたしたいと存じます。

また、現在の取締役は、８名(社外取締役は２名)、監査役は、４名(社外監査

役は３名）であります。

以 上
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〈メ モ 欄〉
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株主総会会場ご案内図
　

　

会 場 弘前パークホテル４階

青森県弘前市土手町126

電話 0172（31）0089

交通のご案内

■ JR弘前駅前より徒歩15分

■ 東北自動車道（大鰐・弘前I.C）より車で20分

■ 青森空港より車で40分
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